
講演会ご案内 

愛知県保険医協会・「あいち医師・歯科医

師九条の会」共催 

「憲法のつどい」 

★とき ２０１６年２月１３日（土） 

午後３時～５時 
★ところ 愛知県保険医協会伏見会議室
（名古屋市中区錦１-13-26、名古屋伏見ス
クエアビル 9 階） 

★テーマ「ジャーナリズムから見た
憲法問題の動向について」 

★講師 中日新聞社長 

小出宣昭氏 
中日新聞は、「安保法」をめぐって、「法律

が成立しても国民多数が望まぬなら不用に

できる」「日本の針路を決めるのは私たち」

（9月20日付）など、法成立後も国民の強い

意志に呼応する論説を継続しています。 

2016 年参院選で安倍内閣は、改憲公約

を明言しています。小出氏から、ジャーナリ

ズムから見た憲法問題の動向について、社

の編集方針にも触れながら、ご講演いただ

きます。 

★参加費 医師・歯科医師 1000 円、 
一般市民 500 円 

 

安
保
法
強
行
成
立
―
―
法
成
立
後
も
や
ま
な
い
批
判 

九
月
十
九
日
、
参
院
本
会
議
で
安
全
保
障
関
連
法
案
が
強
行
採
決
さ
れ
成

立
し
た
。
法
案
は
、
「
説
明
不
足
」
と
考
え
る
八
割
の
国
民
、
「
今
国
会
の

法
案
成
立
に
反
対
」
と
い
う
六
割
も
の
国
民
の
意
思
に
耳
を
傾
け
る
こ
と
な

く
、
政
府
・
与
党
の
暴
走
に
よ
っ
て
強
行
成
立
さ
せ
ら
れ
た
。
こ
れ
は
民
主

主
義
・
国
民
主
権
の
否
定
で
あ
る
。
そ
し
て
、
憲
法
学
者
や
全
国
全
て
の
弁

護
士
会
、
最
高
裁
元
長
官
や
元
判
事
、
元
内
閣
法
制
局
長
官
な
ど
が
相
次
い

で
「
違
憲
」
と
断
じ
た
よ
う
に
、
こ
の
法
案
が
憲
法
違
反
で
あ
る
こ
と
は
明

白
で
あ
る
。
法
案
の
強
行
採
決
は
、
戦
後
日
本
の
立
憲
主
義
を
蹴
破
っ
て
の

暴
挙
で
あ
る
。 

ま
た
、
戦
闘
地
域
で
の
兵
站
活
動
や
集
団
的
自
衛
権
行
使
を
可
能
に
す
る

な
ど
の
内
容
は
、
憲
法
九
条
の
下
で
培
わ
れ
て
き
た
平
和
主
義
を
根
本
か
ら

破
壊
す
る
法
案
で
も
あ
る
。 

こ
の
よ
う
な
法
案
を
、
数
の
力
で
強
行
成
立
さ
せ
た
こ
と
は
、
日
本
の
歴

史
に
大
き
な
汚
点
を
残
す
も
の
で
あ
る
。 

法
成
立
後
も
、
朝
日
新
聞
が
自
民
党
員
・
党
友
に
行
っ
た
調
査
で
、
改
憲

を
「
急
ぐ
必
要
は
な
い
」
（
五
七
％
）
、
「
早
く
実
現
し
た
方
が
よ
い
」
（
三

四
％
）
で
あ
り
、
安
保
法
の
国
会
議
論
が
「
尽
く
さ
れ
て
い
な
い
」（
五
七
％
）
、

「
尽
く
さ
れ
た
」
（
二
八
％
）
と
い
う
よ
う
に
、
安
保
法
や
改
憲
を
め
ぐ
る

政
府
の
姿
勢
に
自
民
党
内
で
も
批
判
が
顕
著
で
あ
る
。 

ま
た
、
十
一
月
に
は
集
団
的
自
衛
権
行
使
を
認
め
た
二
〇
一
四
年
七
月
の

閣
議
決
定
に
つ
い
て
、
内
閣
法
制
局
が
内
部
で
の
議
論
の
過
程
を
文
書
に
残

し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
こ
れ
で
は
、
解
釈
変
更
が
妥

当
だ
っ
た
の
か
、
主
権
者
で
あ
る
国
民
が
検
証
で
き
な
い
。
そ
し
て
こ
の
こ

と
は
、
「
今
後
の
政
府
の
意
思
決
定
に
お
い
て
も
、
法
的
妥
当
性
よ
り
も
政

治
的
要
請
が
優
先
さ
れ
て
し
ま
う
前
例
を
残
す
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
」

（
「
朝
日
」
社
説
二
〇
一
五
年
十
一
月
二
五
日
）
問
題
を
孕
ん
で
い
る
。 

 

２
０
１
６
年
参
院
選
を
機
に
改
憲
へ
進
む
政
府
・自
民
党 

安
倍
首
相
は
、
十
一
月
十
・
十
一
日
の
衆
参
両
院
の
予
算
委
員
会
閉
会
中

審
査
で
、
憲
法
改
正
に
つ
い
て
「
（
自
民
）
党
に
お
い
て
、
緊
急
事
態
条
項

か
ら
や
る
べ
き
だ
と
い
う
議
論
も
か
な
り
有
力
」
と
述
べ
た
。
さ
ら
に
、
九

条
に
つ
い
て
も
「
九
条
改
正
が
必
要
で
あ
る
と
、
自
民
党
の
総
意
と
し
て
（
憲

法
改
正
）
草
案
を
ま
と
め
た
。
そ
の
考
え
方
に
変
わ
り
は
な
い
」
と
強
調
し

た
。
十
日
予
算
委
員
会
と
平
行
し
て
開
催
さ
れ
た
「
今
こ
そ
憲
法
改
正
を
！ 

一
万
人
大
会
」
（
「
美
し
い
日
本
の
憲
法
を
つ
く
る
国
民
の
会
」
主
催
）
で

は
、
緊
急
事
態
条
項
や
国
防
軍
創
設
、
家
族
尊
重
条
項
な
ど
を
柱
と
す
る
新

憲
法
制
定
を
、
二
〇
一
六
年
参
院
選
挙
に
合
わ
せ
て
憲
法
改
正
の
国
民
投
票

を
実
施
し
て
実
現
す
る
こ
と
を
掲
げ
た
。
こ
れ
ら
「
改
正
」
の
柱
は
、
個
人

の
権
利
制
限
を
も
た
ら
す
危
険
な
も
の
だ
。 

自
民
党
は
さ
ら
に
、
結
党
六
〇
年
を
機
に
、
極
東
国
際
軍
事
裁
判
（
東
京

裁
判
）
や
南
京
大
虐
殺
、
慰
安
婦
問
題
な
ど
を
検
証
す
る
「
歴
史
を
学
び
未

来
を
考
え
る
本
部
」
を
設
置
し
た
。
こ
れ
は
「
す
で
に
定
着
し
て
い
る
歴
史

の
解
釈
を
否
定
す
る
『
歴
史
修
正
主
義
』
的
な
振
る
舞
い
は
、
日
本
の
孤
立

を
深
め
る
恐
れ
が
あ
る
」
（
「
中
日
」
十
二
月
九
日
）
と
指
摘
さ
れ
る
よ
う

に
、
国
際
的
な
平
和
の
歩
み
を
否
定
し
か
ね
な
い
危
険
な
動
き
で
あ
る
。 

こ
の
ほ
か
に
も
、
戦
争
に
つ
な
が
る
準
備
が
国
民
に
知
ら
さ
れ
ず
に
進
め

ら
れ
、
言
論
統
制
の
動
き
も
強
ま
っ
て
い
る
。
集
団
的
自
衛
権
行
使
の
政
府

判
断
を
行
う
場
と
な
る
国
家
安
全
保
障
会
議
（
日
本
版
Ｎ
Ｓ
Ｃ
）
が
議
事
録

を
公
開
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
、
施
行
か
ら
一
年
を
迎
え
た
特

定
秘
密
保
護
法
も
、
特
定
秘
密
の
指
定
が
始
ま
っ
た
。
そ
の
期
間
は
、
内
閣

の
承
認
を
得
れ
ば
六
〇
年
ま
で
延
長
可
能
と
い
う
制
度
で
あ
り
、
「
政
府
が

集
団
的
自
衛
権
行
使
を
決
定
し
て
も
、
そ
の
時
点
ど
こ
ろ
か
将
来
に
わ
た
り
、

国
民
が
詳
し
い
根
拠
を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
恐
れ
が
強
い
」
（
「
中
日
」

一
二
月
六
日
）
と
い
う
状
況
に
あ
る
。
ま
た
、
パ
リ
同
時
多
発
テ
ロ
を
受
け

た
国
内
テ
ロ
対
策
を
理
由
に
、
犯
罪
の
謀
議
に
加
わ
る
だ
け
で
処
罰
対
象
と

す
る
共
謀
罪
の
新
設
を
求
め
る
動
き
も
自
民
党
か
ら
起
き
て
い
る
。
共
謀
罪

は
定
義
が
曖
昧
で
、
市
民
団
体
の
運
動
に
も
適
用
さ
れ
か
ね
な
い
懸
念
が
強

く
、
過
去
二
度
廃
案
に
な
り
、
弁
護
士
会
も
強
く
反
対
し
て
い
る
経
過
が
あ

る
。 

 

違
憲
の
法
律
は
廃
止
を 

安
保
法
成
立
と
そ
の
後
も
進
む
憲
法
の
民
主
主
義
・
国
民
主
権
・
立
憲
主

義
を
脅
か
す
動
き
を
見
て
き
た
が
、
憲
法
自
体
は
ま
だ
変
え
ら
れ
て
い
な
い
。

い
ま
こ
そ
、
「
違
憲
立
法
は
許
さ
な
い
」
の
声
を
広
げ
、
安
保
法
の
実
働
を

阻
止
し
、
法
制
自
体
を
廃
止
す
る
国
民
的
運
動
を
大
き
く
発
展
さ
せ
る
こ
と

が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。
首
相
は
、
二
〇
一
六
年
の
参
院
選
公
約
に
「
憲
法

改
正
」
を
盛
り
込
む
と
表
明
し
て
お
り
、
明
文
改
憲
に
突
進
す
る
動
き
に
対

峙
し
て
い
く
こ
と
が
き
わ
め
て
重
要
と
な
っ
て
い
る
。 

「
あ
い
ち
医
師
・
歯
科
医
師
九
条
の
会
」
は
愛
知
県
保
険
医
協
会
と
共
催

で
、
「
憲
法
の
つ
ど
い
」
を
二
〇
一
六
年
二
月
一
三
日
に
中
日
新
聞
小
出
宣

昭
社
長
を
迎
え
て
開
催
す
る
。
い
ま
一
度
、
日
本
国
憲
法
の
価
値
や
意
義
を

確
認
し
、
憲
法
を
破
壊
す
る
動
き
を
食
い
止
め
る
た
め
に
私
た
ち
は
何
を
す

べ
き
か
、
展
望
を
学
び
、
語
り
合
う
場
と
し
た
い
。 

「
あ
い
ち
医
師
・歯
科
医
師
九
条
の
会
」 

ニ
ュ
ー
ス 

第
28
号 

 
 

 

２
０
１
５
年
12
月
21
日 



安
保
法
成
立
後
の
基
本
軸
は 

―
―
森
英
樹
氏
が
講
演 

医
師
九
条
の
会
が
つ
ど
い 

「
あ
い
ち
医
師
・
歯
科
医
師
九
条
の
会
」
は
、
第
二
十
回
の
憲
法
の
つ
ど
い
を
十

月
三
日
、
協
会
伏
見
会
議
室
で
開
催
、
医
師
や
市
民
ら
五
十
二
人
が
参
加
し
た
。 

講
師
に
は
、
森
英
樹
氏
（
名
古
屋
大
学

名
誉
教
授
）
を
迎
え
「
ど
う
な
る
憲
法
、

ど
う
す
る
憲
法
～
戦
争
を
す
る
国
づ
く
り

の
危
機
の
中
で
」
の
講
演
を
受
け
た
。 

森
氏
は
、
安
保
関
連
法
を
め
ぐ
る
審
議

と
国
民
の
運
動
を
振
り
返
り
、
九
割
の
憲

法
研
究
者
が
「
違
憲
」
と
断
じ
た
こ
と
な

ど
憲
法
学
者
の
動
き
を
は
じ
め
、
全
国
す

べ
て
の
弁
護
士
会
が
反
対
の
声
明
を
出
し
、

元
最
高
裁
長
官
・
元
内
閣
法
制
局
長
官
な

ど
法
曹
・
法
務
専
門
職
の
空
前
の
批
判
が

政
府
与
党
を
窮
地
に
追
い
込
ん
だ
こ
と
を

紹
介
。
こ
れ
ら
に
対
し
、
「
現
在
の
憲
法

を
こ
の
法
案
に
適
応
さ
せ
る
」
（
中
谷
防

衛
相
）
、
「
法
的
安
定
性
は
関
係
な
い
」
（
礒
崎
首
相
補
佐
官
）
な
ど
、
政
府

与
党
の
反
論
は
法
的
論
理
・
知
的
誠
実
さ
を
欠
い
て
い
た
と
指
摘
し
た
。 

ま
た
、
安
保
関
連
法
に
反
対
す
る
学
者
の
会
に
約
一
万
五
千
人
が
賛
同
し
、

「
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｌ
Ｄ
ｓ
」
や
「
マ
マ
の
会
」
な
ど
、
無
数
の
市
民
的
パ
ワ
ー
が
全
国

各
地
で
発
揮
さ
れ
た
と
述
べ
た
。 

森
氏
は
、
成
立
し
た
法
に
つ
い
て
、
い
つ
で
も
ど
こ
で
も
ど
ん
な
理
由
で
も

武
力
行
使
で
き
る
法
で
あ
り
、
米
側
要
求
の
忠
実
な
履
行
と
し
て
の
側
面
が
あ

る
と
い
う
危
険
性
を
指
摘
し
た
。 

今
後
の
取
り
組
み
の
基
本
軸
と
し
て
、
①
法
成
立
直
後
に
第
二
の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

を
打
ち
出
し
、
政
治
の
目
先
を
経
済
に
変
え
て
安
保
法
へ
の
批
判
・
怒
り
を
「
忘
却
」

さ
せ
る
こ
と
を
狙
っ
て
お
り
、
こ
れ
に
抗
し
て
持
続
し
て
安
保
法
を
無
効
・
無
力
化

す
る
運
動
、
②
安
保
法
は
明
ら
か
な
「
違
憲
」
だ
が
、
憲
法
は
無
傷
で
あ
り
、
「
違

憲
立
法
は
だ
め
だ
」
の
市
民
的
合
意
形
成
を
広
げ
、
日
本
国
憲
法
の
底
力
を
発
揮
す

る
国
民
的
運
動
が
重
要
と
述
べ
た
。 

そ
し
て
、
安
保
法
に
対
す
る
取
り
組
み
の
方
向
と
し
て
、
首
相
は
「
国
民
の
命
を

守
る
平
安
法
」
と
説
明
し
た
が
、
実
際
に
は
「
軍
事
対
決
を
高
め
て
命
を
脅
か
す
戦

争
法
」
で
あ
る
こ
と
な
ど
の
矛
盾
点
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
や
、
来
年
の
参
院
選
公

約
に
盛
り
込
む
と
表
明
す
る
な
ど
、
明
文
改
憲
に
突
進
す
る
可
能
性
に
対
峙
し
、
安

保
法
を
廃
止
す
る
国
会
・
政
府
の
実
現
に
つ
な
が
る
よ
う
な
国
民
の
運
動
の
大
き
な

発
展
が
必
要
だ
と
述
べ
た
。 

 

＜安保法（戦争法）をめぐる各分野の声明・寄稿から＞ 

愛知県弁護士会 

衆参両院が、憲法違反であることが明白な法律を、広範な反対意見や世論を無視し、審議を尽くさないま

ま採決して成立させたことは、国民主権の観点からも重大な禍根を残すものである。また、憲法改正手続を

経ず、一内閣の閣議決定によって憲法解釈を変更し、このような違憲立法を成立させたことは、最高法規で

ある憲法のもとに国政が行われるべきとする立憲主義を蹂躙するものである。 

当会は、国会が安全保障関連法案の採決をして同法を成立させたことに強く抗議するとともに、憲法違反

の法律を一日も早く廃止することを政府及び国会議員に要請し、当会もそのための活動に今後取り組む。 

２０１５年９月２４日 愛知県弁護士会 会長 川上明彦 

「秘密保全法に反対する愛知の会」共同代表・名古屋大学教授 本 秀紀氏 

SEALDs をはじめとする若者たちは、誰かに言われて声を上げているのではない。安倍政治が続いたら「当

たり前の生活」ができなくなるかもしれないから、やむにやまれず街頭に出る。戦争法が成立したら日本が

人殺しをする国になる、そんなことに荷担したくないから、その想いを人に伝える。全国的な反対運動のう

ねりとその可視化によって、大手メディアもこれを取り上げざるをなくなり、国会外の国民的運動が国会内

の野党の連携と抵抗を後押しして、与党をギリギリのところまで追い込んだ。国民が自ら声を上げ、その力

で政治を動かしていくという民主主義の出発点に私たちは立ったのだ。 

戦争法や秘密法の発動を許さず、さらには廃止に追い込むために、芽生えつつある民主主義の文化を育て

ていこう。         （「秘密保全法に反対する愛知の会」機関紙『極秘通信』17 号 巻頭言） 

名古屋大学元総長 加藤延夫氏 

時の政権の短慮により、憲法解釈を変え、国を誤らしめることは許されない。国民を侮ってはならない。

国会の方針を決める基礎は憲法と国民の意思だ。        （「中日新聞」2015 年 9 月 15 日付） 

 

講
演
す
る
森
英
樹
氏
（
上
） 

「戦争法の廃止を求める統一署名」（2000 万人
署名）にご協力ください 

憲法違反の戦争法（安全保障関連法）が、大多数の世論を踏みにじり、国

会内の多数の横暴で「成立」させられました。 

戦争法は、政府のこれまでの憲法解釈を 180 度転換した閣議決定（2014 年

7 月）にもとづくもので、平和主義、立憲主義、民主主義を破壊するものです。 

戦争法を廃止するために、総がかり行動実行委員会が「戦争法の廃止を求

める統一署名」を 2000 万人以上集めることを呼びかけています。 

愛知県保険医協会と「あいち医師・歯科医師九条の会」も取り組むことにし

ました。ぜひご協力をお願いします。 

同封の署名用紙にご記入の上、返信封筒でご返信ください。 


